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日本大学法学部機関誌執筆要領 
 

令和３年１１月１８日  機関誌編集委員会決定 

令和３年１２月１５日  執行部会議承認 

令和３年１２月１６日  教授会報告 

令和４年１４月１１日  施行 

 

１．本要領の目的 

本要領は、日本大学法学部機関誌編集委員会(以下「編集委員会」という)にかかる機関誌に投稿する際の

基本的手順について定めるものである。 

 

２．投稿資格者 

(1) 法学部、法学研究科および法務研究科の専任教員、名誉教授および定年退職した元専任教員 

(2) 以下の者については、編集委員会の審議を経て単著の投稿を認めることがある。なお、投稿に際しては、

法学部専任教員の推薦状を必要とする。 

①法学部非常勤講師 

②法学部客員教員 

③法学部以外の日本大学専任教員 

④法学部付置研究所研究員および法学部所属の日本大学研究員 

⑤法学部校友および法学部関係者で研究業績が認められる者 

(3) 学外の研究者は、法学部専任教員の投稿の共著者となることができる。 

(4) 大学院法学研究科博士後期課程学生は、指導教員の許可を得て『日本法学』に「判例研究」を投稿する

ことができる。 

(5) 前 4 項の規定にかかわらず、退職記念号および追悼論文集については、別の定めによる。 

 

３．研究倫理の遵守と権利保護 

(1) 投稿原稿は未発表のものに限る。他誌との二重投稿は認めない。また注釈なく自己の既発表著作と重複

する記述をすることは認められない。 

(2) 剽窃、捏造、改ざん等の研究不正を行ってはならない。また投稿原稿については、著作者が適正に表示さ

れていなければならない。 

(3) 研究・調査対象に関する権利保護(資料の使用許諾や個人情報保護に関する同意等)、および翻訳に関

する権利について、必要な手続きを投稿前に完了していなければならない。 

(4) 利益相反に関する倫理を遵守するとともに、利益相反情報を申告しなければならない。 

(5) 機関誌に掲載された著作物の著作権のうち、複製権および公衆送信権を日本大学法学部に譲渡する。た

だし、著者自身による複製権および公衆送信権の行使を妨げない。 

 

４．原稿種別 

投稿は以下の種別で受け付ける。 

(1) 論説 
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(2) 研究ノート 

(3) 判例研究(『日本法学』のみ) 

(4) 特別講演 

(5) 翻訳 

(6) 資料 

(7) 書評 

(8) 雑報 

 

５．原稿の作成 

(1) 原稿は、A４用紙に適当な文字数で打ち出す。 

(2) 分量の上限は、文字数で概ね 22,000 字(刷り上がり約 25 頁)とする。それを超えるものについては、原

則として分割して掲載する。ただし、編集委員会は、他の掲載原稿のページ数を勘案し、その上限の変更を認

めることができる。なお半面 1 ページ大の図表 1 枚に付き 900 字を原稿文字数に含めるものとする。 

(3) 連載を前提とする長大な原稿についても、完結分までの完全原稿を投稿するものとする。 

(4) 表題と氏名には、和文表記および欧文表記を併記する。 

(5) 注、参考文献の表記法は、当該分野の慣例に従うものとする。 

 

６．原稿の提出 

(1) 原稿は、投稿票、要旨（８００字程度）と合わせ、デジタルデータで研究事務課に提出する。 

デジタルデータは、原則として電子メールの添付ファイルで研究事務課宛に送付する。 

(2) 原則として、投稿締切日を過ぎた原稿は受け付けない。 

(3) 原稿提出後の原稿の差し替えはできない。 

 

７．審査 

別に定める「日本大学法学部機関誌審査要領」に則って行う。 

 

８．校正 

(1) 執筆者による校正は、原則再校までとする。加筆、訂正は最小限とし、特に再校時に頁数が変わるような加

筆や削除は避ける。再校返却の際は、タイトル頁に「校了(または責了)」と明記する。 

(2) 校正は 1 週間程度で返却しなければならない。著しい返却の遅滞は、次号掲載になることもありうる。 

 

以上 


